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＜別紙様式２＞研究実績報告書 

 

令和６年度 みどりの食料システム戦略実現技術開発・実証事業のうち 

農林水産研究の推進（委託プロジェクト研究） 

「魚介類養殖における気候変動に左右されない強力な赤潮対応技術の開発」 

研究実績報告書 

 

Ⅰ．研究の進捗状況等 

本研究では、赤潮による養殖魚のへい死メカニズムに基づき、養殖魚の赤潮抵抗性を最

大限に発揮させる飼育手法やその抵抗性を向上させる育種技術の開発を推進している。令和４

～６年度は、へい死メカニズムの解明及び赤潮抵抗性バイオマーカーの特定に向け、オミック

ス解析等を進め、関連因子を抽出した。また、ブリ稚魚を用いた室内試験により、低収容密度

や餌止め4日以上でへい死を軽減する効果が生じることを突き止めた。さらに、表現型やゲノ

ム多型情報を指標とする選抜育種手法の確立に向け、形質評価や関連遺伝子領域の特定を進め

た。他方、室内赤潮暴露試験や現場データの解析により、クロマグロの赤潮警報基準を提案す

るに至った。 

 

１．へい死及び抵抗性に関わる要因の解明 

細胞密度や株の異なるシャットネラやカレニアを、育種や餌止めにより作出された異

なる赤潮抵抗性を持つブリ稚魚に暴露して網羅的統合オミックス解析に供した。その結

果、シャットネラやカレニアの特徴的な組織変化が見出され、へい死に関連する遺伝子

及び代謝物が抽出された。また、複数の家系間比較により、赤潮抵抗性バイオマーカー

候補として、17遺伝子と1代謝物（尿素）が選出された。 

 

２．赤潮被害を軽減させる飼育手法の開発  

室内実験により、ブリ当歳魚について、高収容密度でシャットネラに暴露されるとへい

死しやすくなること、4日間以上の餌止めでシャットネラ及びカレニアに対する抵抗性が

向上すること、魚体重の1％量の給餌であれば餌止めと同等のシャットネラ抵抗性が維持

されることを見出した。また、現場でのブリ成魚を用いた試験手法について基礎情報を得

た。他方、魚体サイズ別の室内赤潮暴露試験や現場データの解析により、クロマグロのカ

レニア赤潮警報基準「50 cells mL-1」を策定した。 

 

３．選抜育種による赤潮抵抗性家系の作出技術の開発  

赤潮抵抗性の遺伝的能力が異なる親魚の選抜交配により次世代を作出し、シャットネラ

及びカレニアの暴露試験により赤潮抵抗性形質を評価した。その結果、選抜育種した次世

代の赤潮抵抗性の向上が確認された。また、形質評価により得られた表現型情報とゲノム

上の多型情報の関連解析を行い、赤潮抵抗性形質の関連遺伝子領域を検出した。さらに、

作出した種苗の一部を養殖場へ搬出し、天然海域で発生したカレニア赤潮への暴露試験を

実施した。 

  




